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1. 和文アブストラクト 

本研究は、タバコパッケージに掲示される警告メッセージが、タバコ企業の企業イメージ

に与える影響について検討した。警告メッセージは、過剰消費を防止し、タバコ企業が法

的義務を果たす手段とされる一方で、タバコ企業の商業活動と矛盾することから、企業を

偽善的に見せる可能性も考えられる。そこで本研究では、3 つの研究を通して、警告メッ

セージの内容の違いが企業イメージに及ぼす影響を検証した。研究 1 と研究 2 では、健康

被害の対象の違いが企業イメージ評価に与える影響を比較した。研究 3 では、行動指導情

報の追加が企業イメージ評価に与える影響を調べた。その結果、警告メッセージと商業活

動の不一致は、タバコ企業のイメージを大きく損なわず、効果的な警告メッセージは社会

的責任の評価を高めることが示された。さらに、文化的背景も影響を及ぼし、アメリカ人

は東アジア人に比べてタバコ企業をより厳しく評価する傾向が確認された。本研究は、警

告メッセージの社会的意義および CSR 理論に新たな視座を提供するものである。 

 

2. 英文アブストラクト 

This study examined how warning messages on cigarette packages influence the corporate image of 

tobacco companies. While warning messages are intended to prevent smoking and fulfill legal 

obligations, they may also appear hypocritical due to their inconsistency with the companies’ 

ongoing commercial activities. Through three studies, we investigated how differences in warning 

messages affect perceived corporate image. Studies 1 and 2 compared the effects of warning 

messages on perceived corporate image focusing on different health risk targets. Study 3 examined 

how the addition of behavioral guidance information influenced perceived corporate image. The 

results indicated that inconsistencies between warning labels and commercial activities did not 

significantly harm the corporate image of tobacco companies, while effective warning messages 

enhanced perceptions of corporate social responsibility. Moreover, cultural background influenced 

these perceptions, with Americans tending to judge tobacco companies more harshly than East 



Asians. Overall, this research provides new insights into the social significance of warning labels 

and contributes to the broader understanding of CSR theory. 

 

3. 研究目的 

タバコ製品に代表される娯楽的商品は、過剰消費を防止するため、パッケージ上に警告を

表示することが一般的である。これは単なる法的義務にとどまらず、企業が社会的責任を

果たす手段でもある。特に、タバコパッケージに表示される警告メッセージは、消費者お

よび潜在的消費者に対してタバコの害を認識させ、喫煙行動の抑制を促す重要な手段であ

るとされている 1)。 

しかしながら、これらの警告メッセージがタバコ会社自体にどのような影響を及ぼすの

かについては、これまでの研究でほとんど注目されてこなかった。警告メッセージは、タ

バコ消費を抑える最も低コストかつ効果的な方法の一つとされている 2)。そのため、利益

の観点から、タバコ業界は警告メッセージを「敵」と見なすと考えられる。実に、大手タ

バコ企業であるフィリップモリス・インターナショナル社は、図示された警告メッセージ

の導入を阻止するための計画を策定し、国際的な政治レベルにおいて行動を起こしたこと

がある 2)。また、オーストラリアのタバコ業界も、政府に直接意見書を提出したり、政治

家に非公開で影響を与えたり、メディアを活用したりすることで、より効果的な警告メッ

セージの導入を妨げようと試みた 3)。 

一方で、警告メッセージはタバコ会社の企業イメージに対して潜在的な脅威をもたらす

可能性もある。企業の CSR（企業の社会的責任，Corporate Social Responsibility）の観点か

らは、社会的責任に関する広報や宣伝活動において、企業イメージの維持は、自社の掲げ

る価値観を実際に行動として体現することによって支えられているとされる 4)。それに対

して、企業が向社会的な価値観を主張しながら、それに矛盾する行動を取った場合、消費

者のみならず、社内の従業員からもその企業は偽善的であるとみなされ、企業イメージの

低下を招く 5)。タバコパッケージ上の警告メッセージは、タバコ製品の消費を抑え、公衆

衛生を促進することを目的としている点で、タバコ企業によるタバコ製品の継続的な製造・

販売という企業活動と矛盾している。したがって、警告メッセージの存在は、タバコ会社

の企業イメージを損なう可能性を孕み、結果としてタバコ会社が偽善的に映るリスクが考

えられる。 

以上の背景を踏まえ、本研究は、タバコパッケージにおける警告メッセージがタバコ企業

の企業イメージにどのような影響を与えるかを検討し、警告メッセージの社会的意義につ

いて新たな視点を提供することを目的とする。研究 1 では日本人を対象に、「喫煙者自身」



「周りの人」「子ども」の健康被害をそれぞれ強調した 3 種類の警告メッセージが、タバコ

企業のイメージ評価にどのような影響を与えるかを比較検討した。研究 2 では、アメリカ

人および中国人のサンプルを用いた国際比較を行い、「喫煙者自身の健康被害」と「家族の

健康被害」を警告するラベルがタバコ企業のイメージに及ぼす影響について分析を行った。

研究 3 では、カナダで導入されたタバコパッケージ内の警告インサート（挿入紙）の内容

を参考にし、日本人を調査対象として、健康被害の警告に加え、どのような追加情報が警

告効果を高めるか、さらにその追加情報がタバコ企業の企業イメージにどのような影響を

与えるかを検討した。 

 

4. 研究 1 

4.1 研究目的 

実験 1 では、警告内容における健康被害の対象が企業イメージに与える影響、およびその

心理的メカニズムの解明を目的として検討を行った。画像の有無が警告メッセージの効果

と注目度に大きな影響を与える背景を踏まえ、健康被害対象の影響について、画像あり条

件となし条件の両方でそれぞれ検討を行った。 

4.2 研究方法 

参加者 Yahoo!クラウドソーシングを通して、日本語を母語とする 200 名の参加者を募

集した。注意力チェック項目による脱落者を除き、最終的に 185 名の日本人参加者（男性

140 名、平均年齢 48.86 歳）の日本人参加者のデータを分析に用いた。 

実験内容 オンライン質問紙を用い、参加者間要因（画像の有無）と参加者内要因（健

康被害の対象：喫煙者、周りの人、子ども）による混合要因実験を実施した。 

参加者はランダムに画像の有無でグループ分けされ、それぞれ喫煙者、周りの人、子ども

を対象とした健康被害を訴える警告メッセージ付きのタバコパッケージ（Figure 1）を閲覧

した後、禁煙効果への予測および企業イメージに関する項目について 6 段階の尺度で評価

を行った。さらに、性別、年齢、喫煙状況、タバコに対する不快感についても回答を求め

た。 

禁煙効果（３項目）：例：「このメッセージを読むと、私（喫煙者 ver.）/喫煙者（非喫

煙者 ver.）は禁煙したくなる。」 

企業イメージの評価（２項目）： 

社会的責任感（１項目）：「この企業が社会的責任を果たしていると思う。」 



偽善度（１項目）：「この企業が偽善的であると思う。」 

 

4.3 研究成果 

全体的に、警告メッセージの内容の変化は、禁煙効果の予測や企業イメージの評価に対し

て大きな影響を与えなかった。禁煙効果に関しては、画像付きの警告メッセージの方が、

画像なしのメッセージに比べて、禁煙効果への予測をわずかに高めた。また、健康被害の

対象が喫煙者自身である場合、最も高い禁煙効果が参加者に予測された。企業イメージの

評価に関しては、子どもの健康被害を警告し、かつ画像を使用しているメッセージを掲示

した企業が、他のメッセージを使用している企業よりも、より社会的責任を果たしている

とみなされる傾向が認められた（Figure 2）。一方で、警告メッセージの画像の有無や健康

被害の対象による主効果および交互作用は、企業の偽善的評価に対して有意な影響を及ぼ

さなかった。そのため、心理的メカニズムを検討するための媒介分析は実施しなかった。 

禁煙効果および企業イメージ評価が画像の有無や健康被害対象の変更によって大きく変

化しなかった要因として、使用された画像刺激が十分に強い嫌悪感を喚起しなかった可能

性がある。また、喫煙者以外（周りの人・子ども）を健康被害対象とすることで、警告焦

点が拡散し、喫煙が喫煙者への直接的な悪影響を曖昧化した可能性も考えられる。さらに、

Figure 1 研究１で使われたタバコパッケージ 



「周りの人」および「子ども」を被害対象とした警告メッセージは、対象者が実際に存在

する場面（例：周りに他人や子どもがいる場面）においてのみ効果を発揮する可能性があ

り、実験設計には今後さらなる改善の余地があると考えられる。 

 

 

5. 研究２ 

5.1 研究目的 

研究 1 の結果から、健康被害対象の変更では企業イメージに大きな影響を与えないこと

が示唆された。そこで研究 2 では、この結果を再検証するため、アメリカ人および中国人

を対象とし、警告メッセージにおける健康警告対象の変化が禁煙効果および企業イメージ

評価に与える影響を改めて調査することを目的とした。 

特に、研究１の考察を踏まえ、研究２では喫煙者の家庭内喫煙に焦点を当て、健康警告対

象の違いが家庭内における禁煙行動および企業評価に与える影響を検討した。家庭内にお

ける喫煙行動は受動喫煙を引き起こす一方で、公共政策による制約を受けにくいことが指

摘されている 6)。小売環境や施設環境における一時的な警告とは異なり、タバコパッケー

ジ上の警告メッセージは、喫煙者が製品を使用する間、繰り返し接触することで継続的な

可視性を維持することができる。そのため、タバコパッケージにおける警告メッセージは、

家庭内喫煙に対する潜在的な抑止力として機能することが期待される。 

5.2 研究方法 

参加者 Credamo を通じて中国人喫煙者（男性 121 名、平均年齢 32.75 歳）を、Prolific 

を通してアメリカ人喫煙者（男性 99 名、平均年齢 41.58 歳）を、それぞれ 200 名ずつ有効

サンプルを取集した。すべての回答を分析に使用した。 

Figure 2 研究 1 の結果（一部） 



  実験内容 オンライン質問紙を用い、健康被害対象（自身、家族）および国（アメリ

カ、中国）を要因とする完全参加者間要因デザインの実験を実施した。警告メッセージは、

健康被害対象に応じて操作され、自己志向型（喫煙者自身を対象とする）または家族志向

型（家族を対象とする）メッセージが呈示された。テキスト内容は、健康被害対象を除き

すべての条件で統一され、以下のように表現された： 

 

「タバコの煙は、[あなた／あなたの家族]が肺がんや心筋梗塞などの病気になるリスクを

高めます。あなたは、[ご自身／家族]の健康を損なう選択を続けますか？」 

 

各国の参加者はランダムに健康被害対象ごとにグループ分けされ、各グループのタバコ

パッケージ（Figure 3）を閲覧した後、禁煙効果への予測および企業イメージに関する項目

について 6 段階尺度で評価を行った。最後に、性別、年齢、喫煙状況、タバコに対する不

快感に加え、同居人数、同居人に妊婦や子どもなど特別な配慮を要する者の有無について

も回答を求めた。 

禁煙効果（６項目）： 

 全体的な禁煙効果（３項目）：例：「このメッセージを読むと、私は禁煙したくな

る。」 

 家庭内禁煙効果（３項目）：例：「このメッセージを読むと、私は家で喫煙すること

に罪悪感を感じるようになる」 

企業イメージの評価（２項目）：研究１と同じ項目を使った。 

 

Figure 3 研究 2 で使われたタバコパッケージ 

 



5.3 研究成果 

アメリカ人参加者の方が中国人参加者よりも警告メッセージを肯定的に評価した。家族

志向型のメッセージを使った企業は、自己志向型のメッセージを使った企業よりも、参加

者に好意的に評価された。 

全体的な喫煙行動に対する抑制効果については、中国人参加者の方がアメリカ人参加者

よりも高い効果を見込んでいた。一方、家庭内喫煙行動に対する抑制効果については、ア

メリカ人参加者の方が高い効果を見込んでいた。また、健康被害の警告対象については、

喫煙者自身を対象とする場合よりも家族を対象とするメッセージの方が、いずれの禁煙行

動においてもより強い抑制効果をもたらすと参加者は評価した。 

企業イメージ評価において、両国の参加者間に差異が見られた。中国人参加者は、これら

の警告メッセージを使用した企業をアメリカ人参加者よりも社会的責任を果たしていると

評価したの（Figure 4）に対し、アメリカ人参加者はこれらの企業をより偽善的とみなす傾

向があった（Figure 5）。 

総じて、家族を健康被害の対象とする警告メッセージは、米中両国において禁煙意欲を高

める効果があると考えられる。しかし、アメリカ人は中国人に比べ、タバコ企業に対して

より批判的な態度を示し、社会的責任を十分に果たしているとは信じず、偽善的であると

感じやすい傾向にあった。このような文化差は、西洋文化は言行の「一貫性」を重視し 7)、

東洋文化は弁証法的判断を重視する点に起因する可能性がある 8)。また、公共政策の観点

からも、健康被害に加えて行動指導などの要素を警告メッセージに追加することが禁煙効

果をさらに高める手段となりうる。 

 

Figure 4 研究 2 の結果（社会的責任への評価） 



 

 

 

6. 研究 3 

6.1 研究目的 

研究 1 および研究 2 では、警告メッセージにおける健康被害対象の変更が企業イメージ

評価に与える影響について検討した。実験 3 では、健康被害対象以外の情報に着目し、従

来のタバコパッケージにおける健康警告以外に有効な警告内容を発掘するとともに、それ

らのメッセージが企業イメージ評価に与える影響を検討することを目的とした。 

日本では他国と同様、喫煙による健康被害に関する警告がタバコパッケージにおける主

な情報として用いられている。しかし、危機コミュニケーション理論の観点からは、単に

健康リスクを喚起するだけでなく、明確かつ具体的な行動指針を提示することで、リスク

認知を高め、潜在的な被害を軽減できるとされている 9)。このため、警告情報に禁煙対策

に関する行動指導を加えることによって、喫煙行動の抑制に対してより強い効果をもたら

すと予測される。 

他国のタバコパッケージには、典型的な行動指導情報として次の 3 種類が示されている。

すなわち、①禁煙を促すための直接的な勧告、②禁煙支援のための連絡先、③禁煙に関す

るアドバイスである。なお、③に該当する「禁煙アドバイス」は、パッケージ外部ではな

く、カナダにおいて初めて導入されたタバコパッケージ内部のインサート（挿入紙）に記

載されたものである。過去の研究 10)によれば、こうした禁煙インサートは若年層や潜在的

喫煙者、禁煙志願者の喫煙行動改善意欲を高める効果が示されている。 

Figure 5 研究 2 の結果（偽善度への評価） 



以上の背景を踏まえ、実験 3 では、警告メッセージに行動指導情報を追加することによっ

て、禁煙効果および企業イメージ評価にいかなる変化が生じるかを検討した。 

6.2 研究方法 

参加者 Yahoo!クラウドソーシングを通して日本語を母語とする 300 名の参加者を募集

した。注意力チェック項目に不正解だった参加者を除外し、最終的に 233 名（男性 149 名、

平均年齢 49.41 歳）の日本人参加者のデータを分析に使用した。 

実験内容 オンライン質問紙を用い、行動指導情報の４種類（統制条件、控える条件、

連絡先条件、アドバイス条件）を要因とする参加者間実験を実施した。参加者はランダム

に４つのグループに分けられ、それぞれのグループに対応した警告メッセージを読んだ後、

研究 1 および研究 2 と同様に、禁煙効果への予測および企業イメージ評価について 6 段階

の尺度で回答した。 

行動指導情報の種類を次の 4 条件で設定した（Figure 6）。 

1. 統制条件：喫煙の危険性のみを警告する。 

2. 控える条件：禁煙を促すメッセージを追加する。 

3. 連絡先条件：禁煙支援の連絡先情報を追加する。 

4. アドバイス条件：喫煙を避けるための具体的なアドバイスを追加する。 

 

Figure 6 研究 3 で使われたタバコパッケージ 

 

さらに、行動指導情報を警告メッセージに追加する政策の実践可能性を検討するため、各

メッセージに対する注目度および普及への賛成度についても 6 段階の尺度で回答を求めた。

加えて、参加者には性別、年齢、喫煙状況、タバコに対する不快感などの基本属性につい

ても回答を求めた。 



禁煙効果（３項目）：研究１と同じ項目を使った。 

企業イメージの評価（２項目）：研究１と同じ項目を使った。 

注目度と賛成度（２項目）： 

「喫煙は、あなたが肺がんなどの様々な病気になる危険性を高めます。」というテンプレ

ートの記載に加えて「タバコを控えるという勧告」/「禁煙相談の連絡先」/「喫煙欲求へ

の対処法について助言」をさらに追加することについて、 

注目度（１項目）：あなたはどのくらい詳しく読んだり見たりしたくなりますか？ 

賛成度（１項目）：あなたはどのくらい賛成しますか？ 

 

6.3 研究成果 

全体的に、健康被害情報のみを記載した警告メッセージと比較して、行動指導情報を追加

した警告メッセージ、ならびにそれを使用した企業は、参加者からより肯定的に評価され

た。 

禁煙効果については、タバコパッケージの警告メッセージに行動指導情報を加えること

で、予測される禁煙意欲が向上した。特に、「禁煙相談の連絡先」や具体的な「禁煙アドバ

イス」を含むメッセージは、より高い効果が見込まれた。 

企業イメージ評価に関しても、行動指導情報の追加がタバコ会社の評価に影響を与える

ことが確認された。行動指導情報を含む警告メッセージを使用した企業は、偽善的とみな

されるよりも、社会的責任を果たしていると評価された（Figure 7）。また、非喫煙者は喫

煙者に比べて、タバコ企業をより偽善的であると評価した（Figure 8）。全体として、喫煙

者・非喫煙者を問わず、タバコパッケージの警告メッセージに禁煙支援の連絡先情報を記

載している企業はより肯定的に評価された。 

注目度においても、行動指導情報の種類を問わず、追加されたメッセージはより注目を集

めた。また、既存の警告メッセージ（健康被害のみを警告）に行動指導の情報を付加する

ことに対する高い支持が得られた。 

以上より、タバコパッケージの警告メッセージに行動指導情報を追加することは、禁煙効

果を高めるだけでなく、タバコ会社の社会的責任評価を高めることにもつながると考えら

れる。この結果は、研究 1 および研究 2 の知見とも概ね一致している。 

総合的に見ると、警告メッセージが喫煙抑制を促進するものであり、タバコ会社の商業活

動と表面的には矛盾しているにもかかわらず、それによって企業が偽善的に見られること

はないことが示唆された。むしろ、タバコ会社が効果的な警告メッセージを積極的に使用

する限り、その企業は高い社会的評価を得る可能性が高いと考えられる。 



 

 

 

 

 

7. 考察 

タバコパッケージには、過剰消費を防止し、公衆衛生を促進するために警告メッセージが

掲示されている。この警告メッセージは、法的義務であると同時に、タバコ企業が社会的

責任を果たす手段でもある。しかしながら、企業の CSR に関する文献によれば、タバコパ

Figure 7 研究 3 の結果（社会的責任） 

*

Figure 8 研究 3 の結果（偽善度への評価） 



ッケージに掲載される警告メッセージは、タバコ企業の商業活動と矛盾することで企業が

偽善的であると見なされる可能性がある。そこで本研究では、異なる警告メッセージを用

いたタバコ企業に対する評価を調査することにより、この可能性を検証した。以下に、3 つ

の研究を通じて得られた主要な結果をまとめる。 

まず、総合的に見ると、警告メッセージとタバコ企業の商業活動との不一致は、企業イメ

ージに対して大きな脅威とはならないことが示された。警告メッセージにおいて、健康被

害の対象が喫煙者自身であるか、あるいは他者（家族や周囲の人）であるかにかかわらず、

タバコ企業に対する偽善度の評価は大きく変化しなかったことは研究 1 と研究 2 を通して

明らかにした。研究 3 では、健康被害の警告に加えて禁煙行動を促す行動指導情報を追加

した場合には、企業がより偽善的ではないと評価される傾向も確認された。 

なお、研究 3 ではタバコ企業に対する偽善的評価が文化的背景の影響を受けることが明

らかとなった。アメリカ人は中国人よりも、タバコ企業を偽善的であると評価しやすい傾

向が見られた。この結果は、西洋文化における個人主義が内的一貫性を重視するため 7)、

警告メッセージと商業活動の不一致がアメリカ人によってより鋭敏に捉えられ、否定的に

解釈されやすいことを反映している可能性がある。それに対して、日本人および中国人の

参加者がタバコ企業をあまり偽善的とみなさなかった理由として、東アジア文化において

弁証的思考様式が根付いていることが挙げられる 8)。弁証的思考様式のもと、東アジアの

人々は、タバコ企業の言行不一致を単純に捉えるのではなく、背景事情を考慮した上で、

言行不一致の動機を推測する。警告メッセージの掲示は法律上の義務であり、タバコ企業

の主観的な意図によるものではないことから、言行不一致の動機を利己的だと解釈しにく

い。その結果、東アジア文化圏においては、警告メッセージによる言行不一致を理由にタ

バコ企業を偽善的と判断することは難しいと推測される。 

他方、タバコ会社が自発的に行う禁煙関連の広報活動（たとえば SNS での禁煙呼びかけ）

や、肺がん治療研究への資金提供などの取り組みは、外部からの強制によるものではない

ため、企業イメージの維持を目的とする行動として偽善的に解釈される可能性がある。ま

た、近年の電子タバコの普及により、喫煙が以前ほど有害でないという印象が広まりつつ

あるが、これも電子タバコ企業に対する偽善的批判を招く一因となり得る。総じて考える

と、タバコをはじめ、酒類、糖類製品、さらにはゲームなど、嗜癖性のある製品を販売す

る企業は、社会的活動を行う際に偽善と批判されるリスクを相対的に大きく抱えていると

考えられる。 

企業イメージに対する積極的な評価について、タバコ企業がより効果的な警告メッセー

ジ、すなわち喫煙が子どもや家族に及ぼす健康被害を警告するメッセージ（研究 1、研究

2）や、健康被害に加えて禁煙行動を促す情報を付加した警告メッセージ（研究 3）を使用

した場合、企業はより社会的責任を果たしていると評価されることがみられた。この結果

は、参加者の文化的背景を問わず、すべての研究において支持的な証拠が得られた。効果



的な警告メッセージは喫煙行動を抑制し、結果としてタバコ企業の収益を減少させる可能

性がある。そのため、人々は「企業が収益を犠牲にしてまで消費者の健康に貢献している」

と解釈し、タバコ企業を社会的責任を果たしていると高く評価する可能性が考えられる。

また、より効果的な警告メッセージは、タバコ企業が法律上の義務を真摯に履行している

証拠として受け取られる可能性もあり、それが社会的責任に対する評価の向上に寄与して

いると考えられる。 

以上の結果から、タバコパッケージに掲示される警告メッセージは、タバコ企業の言行不

一致を示唆する側面を持ちながらも、企業イメージに重大な悪影響を及ぼすわけではない

ことが示された。むしろ、警告メッセージの特性を積極的に活かし、禁煙社会の実現に貢

献することによって、タバコ企業はより高く評価される可能性があると考えられる。した

がって、警告メッセージは必ずしもタバコ企業にとって「敵」となるものではなく、企業

イメージの向上に寄与し得る資源となり得る。本研究は、企業イメージの視点から警告メ

ッセージとタバコ企業との関係性を再検討し、警告メッセージの社会的意義に新たな視座

を提供した。また、「言行不一致」が必ずしも企業イメージを損なわない場合があることに

ついて、CSR 理論に対して補足的な知見を加えた。 

 

8. 結論 

本研究は、タバコパッケージにおける警告メッセージが、タバコ企業の企業イメージに与

える影響を検討した。3 つの研究を通じて、警告メッセージと商業活動の不一致は、タバ

コ企業に対する偽善的評価に大きな影響を与えないことが明らかになった。むしろ、子ど

もや家族への健康被害を警告するメッセージや、禁煙に向けた具体的な行動指導情報を付

加したメッセージを使用することで、タバコ企業は社会的責任を果たしていると評価され

る傾向が確認された。また、文化的背景はこうした評価に影響を及ぼしており、東アジア

人と比較して、個人の一貫性を重視するアメリカ人は、タバコ企業に対してより厳しい評

価を下す傾向があった。以上より、警告メッセージはタバコ企業にとって必ずしも「敵」

でなく、有効なメッセージを活用すれば企業イメージの向上にも寄与し得る資源であるこ

とが示唆された。本研究は、警告メッセージと企業イメージの新たな関係性を明らかにし、

CSR 理論に対して補足的知見を提供した。 
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